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報告第１号 

専 決 処 分 報 告 

 次の事件は，地方自治法第１７９条第１項の規定により，別紙のように専決処分し

たので，同条第３項の規定により市議会に報告し，その承認を求める。 

   平成２７年６月１９日提出 

                        芦屋市長 山 中  健    

記 

芦屋市市税条例等の一部を改正する条例の制定について 

処分理由 

 地方税法等の一部改正に伴い，芦屋市市税条例等を改正する必要が生じたが，特に

緊急を要し，議会を招集する時間的余裕がないことが明らかであったため。 
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専決第２号 

   芦屋市市税条例等の一部を改正する条例の制定について 

 別紙のように，芦屋市市税条例等の一部を改正する条例を制定することについて，

地方自治法第１７９条第１項の規定により，専決処分する。 

   平成２７年３月３１日 

                        芦屋市長 山 中  健    
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芦屋市条例第２４号 

   芦屋市市税条例等の一部を改正する条例 

 （芦屋市市税条例の一部改正） 

第１条 芦屋市市税条例（昭和５９年芦屋市条例第２４号）の一部を次のように改正

する。 

  第１８条第２項の表第１号オ中「法人税法第２条第１６号」を「法第２９２条第

１項第４号の５」に，「又は同条第１７号の２に規定する連結個別資本金等の額（保

険業法に規定する相互会社にあつては，令第４５条の３の２に定めるところにより

算定した純資産額）」を「をいう。以下この表及び第４項において同じ。」に改め，

「この表」の次に「及び第４項」を加え，同条に次の１項を加える。 

４ 資本金等の額を有する法人（保険業法に規定する相互会社を除く。）の資本金

等の額が，資本金の額及び資本準備金の額の合算額又は出資金の額に満たない場

合における第２項の規定の適用については，同項の表中「資本金等の額が」とあ

るのは，「資本金の額及び資本準備金の額の合算額又は出資金の額が」とする。 

  第４６条第６項中「第２条第１２号の７の３」を「第２条第１２号の７」に改め

る。 

  附則第１５条の前に見出しとして「（個人の市民税の寄附金税額控除額に係る申

告の特例等）」を付し，同条を次のように改める。 

 第１５条 法附則第７条第８項に規定する申告特例対象寄附者（次項において「申

告特例対象寄附者」という。）は，当分の間，第２６条第１項及び第２項の規定

によつて控除すべき金額の控除を受けようとする場合には，第２９条第３項の規

定による申告書の提出（第３０条の規定により当該申告書が提出されたものとみ

なされる所得税法第２条第１項第３７号に規定する確定申告書の提出を含む。）

に代えて，法第３１４条の７第１項第１号に掲げる寄附金（以下この項及び次条

において「地方団体に対する寄附金」という。）を支出する際，法附則第７条第
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８項から第１０項までに規定するところにより，地方団体に対する寄附金を受領

する地方団体の長に対し，同条第８項に規定する申告特例通知書（以下この条に

おいて「申告特例通知書」という。）を送付することを求めることができる。 

 ２ 前項の規定による申告特例通知書の送付の求め（以下この条において「申告特

例の求め」という。）を行つた申告特例対象寄附者は，当該申告特例の求めを行

つた日から賦課期日までの間に法附則第７条第１０項第１号に掲げる事項に変更

があつたときは，同条第９項に規定する申告特例対象年（次項において「申告特

例対象年」という。）の翌年の１月１０日までに，当該申告特例の求めを行つた

地方団体の長に対し，施行規則で定めるところにより，当該変更があつた事項そ

の他施行規則で定める事項を届け出なければならない。 

 ３ 申告特例の求めを受けた地方団体の長は，申告特例対象年の翌年の１月３１日

までに，法附則第７条第１０項の規定により申請書に記載された当該申告特例の

求めを行つた者の住所（同条第１１項の規定により住所の変更の届出があつたと

きは，当該変更後の住所）の所在地の市町村長に対し，施行規則で定めるところ

により，申告特例通知書を送付しなければならない。 

 ４ 申告特例の求めを行つた者が，法附則第７条第１３項各号のいずれかに該当す

る場合において，同項前段の規定の適用を受けるときは，前項の規定による申告

特例通知書の送付を受けた市町村長は，当該申告特例の求めを行つた者に対し，

その旨の通知その他の必要な措置を講ずるものとする。 

  附則第１５条の次に次の１条を加える。 

 第１５条の２ 当分の間，所得割の納税義務者が前年中に地方団体に対する寄附金

を支出し，かつ，当該納税義務者について前条第３項の規定による申告特例通知

書の送付があつた場合（法附則第７条第１３項の規定によりなかつたものとみな

される場合を除く。）においては，法附則第７条の２第４項に規定するところに

より控除すべき額を，第２６条第１項及び第２項の規定を適用した場合の所得割

の額から控除するものとする。 

  附則第１６条第２項中「第１１項，第１５項から第２２項まで，第２４項，第２

６項，第３０項，第３４項，第３５項若しくは第４０項」を「第１３項，第１７項

から第２４項まで，第２６項，第２８項，第３２項，第３６項，第３７項若しくは

第４２項」に，「第２８項」を「第３０項から第３３項まで」に改める。 
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  附則第１７条の見出し中「平成２４年度から平成２６年度まで」を「平成２７年

度から平成２９年度まで」に改める。 

  附則第１８条（見出しを含む。），第１９条（見出しを含む。），第２１条，第

２５条（見出しを含む。），第２６条（見出しを含む。）及び第２８条中「平成２

４年度から平成２６年度まで」を「平成２７年度から平成２９年度まで」に改める。 

  附則第２９条第１項中「平成２４年度から平成２６年度まで」を「平成２７年度

から平成２９年度まで」に改め，同条第２項中「平成２７年３月３１日」を「平成

３０年３月３１日」に改める。 

（芦屋市市税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 芦屋市市税条例等の一部を改正する条例（平成２６年芦屋市条例第１６号）

の一部を次のように改正する。 

  附則第１条第３号中「改正規定」の次に「（三輪のもの及び四輪以上のものに係

る部分に限る。）」を加え，「附則第４条」を「附則第４条第１項」に改め，同条

第５号中「及び附則第３０条」を「，第９３条（三輪のもの及び四輪以上のものに

係る部分を除く。）並びに附則第３０条」に，「附則第５条」を「附則第４条第２

項，第５条」に改める。 

  附則第４条中「第９３条」の次に「（三輪のもの及び四輪以上のものに係る部分

に限る。）」を加え，同条に次の１項を加える。 

２ 新条例第９３条（三輪のもの及び四輪以上のものに係る部分を除く。）の規定

は，平成２８年度以後の年度分の軽自動車税について適用し，平成２７年度分ま

での軽自動車税については，なお従前の例による。 

附 則 
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（施行期日） 

第１条 この条例は，平成２７年４月１日から施行する。ただし，第２条の規定は，

公布の日から施行する。 

（市民税に関する経過措置）

第２条 第１条の規定による改正後の芦屋市市税条例（以下「新条例」という。）附則

第１５条の規定は，市民税の所得割の納税義務者が平成２７年４月１日以後に支出

する新条例附則第１５条第１項に規定する地方団体に対する寄附金について適用

する。

２ 新条例附則第１５条の２の規定は，平成２８年度以後の年度分の個人の市民税に

ついて適用する。

３ 新条例の規定中法人の市民税に関する部分は，平成２７年４月１日以後に開始す

る事業年度分の法人の市民税及び同日以後に開始する連結事業年度分の法人の市

民税について適用し，同日前に開始した事業年度分の法人の市民税及び同日前に開

始した連結事業年度分の法人の市民税については，なお従前の例による。
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 参 照 

   芦屋市市税条例等の一部改正要綱 

１ 改正の趣旨 

  地方税法等の一部改正に伴い，所要の改正を行ったもの。 

２ 改正の内容 

(1) 芦屋市市税条例の一部改正（第１条関係） 

ア 個人市民税 

 平成２７年４月１日以後に支出する地方団体に対する寄附金について，所得

割の納税義務者は，当分の間，次の(ｱ)から(ｳ)までにより，個人の市民税に関

する申告書を提出することなく寄附金税額控除の適用を受けることができるも

のとする。（附則第１５条及び第１５条の２） 

(ｱ) 地方団体に対する寄附金を支出する者は，当該地方団体の長から賦課期日現

在における住所地の市町村長に対し，寄附金税額控除に関する事項を記載し

た申告特例通知書を送付することを求めることができる。 

(ｲ) (ｱ)の求めを受けた地方団体の長は，当該寄附金を支出した者の賦課期日現

在における住所地の市町村長に対し，申告特例通知書を送付しなければなら

ない。 

(ｳ) (ｲ)の申告特例通知書の送付があった場合，住所地の市町村長は当該寄附金

に係る寄附金税額控除額に加え，当該寄附金を支出した者の所得に応じて算

出した申告特例控除額を，所得割の額から控除する。 

イ 法人市民税 

法人市民税均等割の税率適用区分の基準である資本金等の額について，次の

措置を講じることとする。（第１８条） 

(ｱ) 資本金又は資本準備金を欠損の塡補又は損失の塡補に充てた金額を控除す

るとともに，剰余金又は利益準備金を資本金とした金額を加算する。  

(ｲ) 資本金等の額が資本金と資本準備金の合算額を下回る場合には，資本金と 
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資本準備金の合算額とする。 

ウ 固定資産税及び都市計画税 

  土地に係る固定資産税及び都市計画税の現行の負担調整措置を平成２７年度

から平成２９年度までの間，延長することとする。 

（附則第１８条，第１９条，第２１条，第２５条，第２６条及び第２８条） 

エ 特別土地保有税 

(ｱ) 特別土地保有税の保有分の税額の算定に当たり，当該土地が固定資産税の

負担調整措置の適用を受ける土地（住宅用地等を除く。）である場合に，平

成２７年度から平成２９年度までの間，特別土地保有税額から控除する固定

資産税相当額の特例を延長することとする。（附則第２９条） 

(ｲ) 不動産取得税の課税標準の特例措置の適用を受ける宅地評価土地に対して

課す特別土地保有税の取得分について，当該土地の取得期限を平成３０年３

月３１日（現行は平成２７年３月３１日）まで延長することとする。  

（附則第２９条） 

オ その他所要の規定の整備 

(2) 芦屋市市税条例等の一部を改正する条例（平成２６年芦屋市条例第１６号）の

一部改正（第２条関係） 

平成２７年度分の軽自動車税から適用することとされている次の表に掲げる

車種に係る税率の引上げについて，平成２８年度分から適用することとする。 

（附則第１条及び第４条） 

車種区分 
標準税率（年額） 

引上げ後 引上げ前 

原動機付自転車 

５０cc 以下 ２，０００円 １，０００円

５０cc 超９０cc以下 ２，０００円 １，２００円

９０cc 超１２５cc 以下 ２，４００円 １，６００円

三輪以上で２０cc超 

（ミニカー） 
３，７００円 ２，５００円

二輪の軽自動車（１２５cc超２５０cc以下） ３，６００円 ２，４００円
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小型特殊自動車 
農耕作業用 ２，４００円 １，６００円

その他 ５，９００円 ４，７００円

二輪の小型自動車（２５０cc 超） ６，０００円 ４，０００円

３ 施行期日 

 (1) ２(1)の規定 平成２７年４月１日 

(2) ２(2)の規定 公布の日 


